
大規模災害への対応 
 

【事業概要】 
 

《概要》 

合同会議報告書おける大規模災害時の対応への特預金の活用についての提言（自動車リサイクル制

度の強靭性向上としての大規模災害発生時の自動車リサイクルの円滑化が求められる）を受け、大規

模災害発生時における円滑な自動車リサイクルの推進のため、次の２つの事業を実施する。 

①災害発生時：番号不明被災自動車への再資源化預託金等の預託等 

 （自動車リサイクル法第 93 条に規定される資金管理業務に適合） 

②事前対応：災害時における自動車リサイクルの円滑化に資する情報提供・協力事業 

 （自動車リサイクル法第 106 条第２号に規定される義務者不存在車の再資源化等業務に適合） 

 

《特預金出えん等概算額》 

①災害発生時対応分（特に巨大な激甚災害発生時の出えんに備え、20 億円を事前確保する） 

②事前対応分／5年間（対応及び金額の詳細は実施要件調整・検討を経て確定する） 

 

《具体的な施策》 

①災害発生時：番号不明被災自動車への再資源化預託金等の預託等 

激甚災害において発生した番号不明被災自動車に対して、法に基づき、資金管理料金を原資として再

資源化預託金等の預託を行うこととしている。JARC は、東日本大震災の際に当該対応を実施したが、

資金管理料金収支に影響を及ぼす部分については特預金を充当した。特に巨大な激甚災害（最大で南

海トラフ地震を想定）時の再資源化預託金等の預託に向けて必要となる資金は相当多額となり、資金

管理料金収支に影響を及ぼす可能性が高いことから、予め特預金残高の中で一定額を確保しておく。 

 

②事前対応：災害時における自動車リサイクルの円滑化に資する情報提供・協力事業 

激甚災害発生に備えた事前対応として、地域に応じた自治体と自動車リサイクル関連事業者等の連携

等への支援等（下記 5 項目を想定）を 5 年間に亘り再資源化等 2 号業務として実施する。当該施策に

要する費用に特預金を充当する。 

 ・各自治体における番号不明被災自動車に関する処理計画の策定・検討状況の調査・取り纏め 

 ・東日本大震災等における自治体の対応事例、関連事業者等による処理フロー等の調査・取り纏め 

 ・激甚災害時における官民連携の手引き書の作成 

 ・南海トラフ巨大地震を想定した自動車の市町村別被害推計と情報提供 

 ・大規模災害地域ブロック協議会・連絡会（自治体等）への協力 

 

《中期スケジュール》 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

法投 
【平成 29 年度実施計画】 

 

《平成 29 年度実施施策》 

①発生時の対応：番号不明被災自動車への再資源化預託金等の預託等 

 特に巨大な激甚災害において発生が見込まれる番号不明被災自動車への対応に向けて 

   特預金の一定額を確保（費用執行の際は大臣承認申請等の手続きを実施）。 

 

②事前対応：災害時における自動車リサイクルの円滑化に資する情報提供・協力事業 

 環境省の災害廃棄物対策室（廃棄物対策課）と連携して必要な支援等の範囲を確認。 

 調査、分析および自治体への協力実施に係る 5年間の取組みに向けた準備。 

 初年度の取組みとして自治体における災害対策の状況・諸課題、被災時における対応事例等、 

   関連事業者等による処理フロー等の調査・取り纏めを行う。 

 また、調査・取り纏めた内容について、自治体との共有の準備を進める。 

 上記の取組みは主務官庁と緊密に連携すると共に、自治体との円滑な連携に特に留意する。 

 当期費用概算：20 百万円 

  ・調査、ヒアリング 

  ・報告書作成／報告 

 

《事前対応：平成 28 年度～平成 29 年度スケジュール》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29年度予算における大規模災害への事前対応に係る特預金の出えん等見込額は20百万円とす

る。 

 

大規模災害への対応は自動車リサイクル法第 106 条第 2 号業務として、必要とする特預金が確定した

後に経済産業大臣及び環境大臣への承認申請を行い、再資源化支援部（指定再資源化機関）が資金

管理センターから特預金の出えんを受ける。 

平成 29 年 2 月 24 日 

再資源化支援部 

資金管理センター 
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【平成 29 年度特預金出えん計画】 
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